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1．はじめに 

2009 年度より総務省により制度化された

地域おこし協力隊事業では、令和 4年度時点

で 6,447人の隊員が活動している。令和 8年

度までに隊員数を 10,000 人とすることが目

標とされており、事業のさらなる拡大が期待

される 1)。しかし、隊員任期中に地域での生

活の悩みや活動の悩みから途中退任してし

まうことも多い。 

こうした課題には、自治体による対応だけ

では難しく、自治体以外の主体による中間支

援が期待されている 2) 3)。しかし、どのよう

な中間支援を誰が担っているのかは明らか

にされていない。そこで、本研究では地域お

こし協力隊事業において，中間支援を担って

いる主体およびその支援内容を明らかにす

ることで、今後中間支援組織が担いうる支援

について検討することを目的とする。 

2．研究方法 

調査対象地は山形県とした（2022年度は 30

自治体で 119 人の隊員が活動）。地域おこし

協力隊の活動内容は地域配置型とミッショ

ン型に大分できると考え、本研究では調査協

力の得られた地域配置型の 2市町村（地域 A・

B）およびミッション型の 2市町村（地域 C・

D）の計４市町村を選定した。調査対象市町村

の現役隊員と隊員 OBOG のうち調査協力の得

られた 17 名（地域 A:2 名、地域 B:5 名、地

域 C:6 名、地域 D:4 名)を対象にヒアリング

調査を行った(2022年)。 

調査項目は、先行研究で中間支援の内容と

して期待される、「Ⅰ.隊員と行政職員・隊員

と地域住民の間に起った問題解決の仲介役」

「Ⅱ.人脈の拡大や活動の明確化・充実化の

ために、研修会や交流会を開催」「Ⅲ.研修会

や交流会の情報提供」「Ⅳ.国や県、民間団体

の補助制度や助成金の情報提供」の 4項目に

おいて担っている主体や支援内容とした。 

3．結果 

項目ごとの調査結果を表１に示す。以下で

は、地域配置型とミッション型の違いに着目

しながら中間支援の実態について整理する。 

項目Ⅰでは、地域配置型は自治体職員を挙

げている隊員が多かった。例えば、地域Ｂで

はコミュニティセンターの職員が隊員の業

務や日々の相談を受けていた。しかし、隊員

の活動先全てに自治体職員を配置すること

は困難であるため、今後、自治体職員の配置

のない活動先において中間支援組織の支援

が期待される。一方で、ミッション型では支

援を必要としていた隊員は少なく、自治体職

員との間に問題が発生していた隊員でも当

事者同士の話し合いで解決していた。 

 項目Ⅱでは、地域配置型・ミッション型と

もに全国サミットなどの国が開催する研修

会および県が主催する研修会に参加してい

た。県主催の研修会は、委託を受けた中間支

援組織が開催しており、参加した隊員からは

「交流会を通して他地域隊員と関わるきっ

かけになった」といった意見が得られた。こ 
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うした幅広い地域から参加する研修会は、活

動中の悩みの掃き出しの場や普段関わるこ

とのない人物との交流の場になっていた。 

項目Ⅲでは、地域配置型・ミッション型と

もに自治体職員から情報を得ていた。これは

自治体職員の業務として行われていたため

である。加えて、個人的に連絡を取り合って

いる他地域隊員や中間支援組織から情報を

得ている隊員もいた。これは、隊員それぞれ

の積極性や人脈によって違いが生じていた。

そのため、隊員の活動エリアによって得るこ

とのできる情報に差が生じていることが危

惧されるため、中間支援組織の介入による解

消が期待される。 

項目Ⅳでは、自治体職員から支援を受けて

いる隊員が多かった。内容は、4 地域ともに

任期終了後の定住、起業に向けた情報であっ

た。しかし、「自治体職員の情報だけでは足り

ないと感じ自ら情報収集をした」という隊員

もおり、自治体職員以外にも他地域隊員や他

地域の自治体職員からも情報を得ていた隊

員もいた。これは、任期終了後に向けて隊員

が求める情報は任期終了後のプランによっ

て大きく異なるため、自治体担当者が有する

情報のみではカバーしきれなかったためと

考えられる。 

4．総合考察 

 以上の結果を踏まえ、今後中間支援組織が

担いうる支援について考察する。項目Ⅰでは、

隊員自ら問題解決に取り組んだ事例が多く

みられたが、その可否は隊員個人の能力や人

脈などに大きく左右される。そのため、今後、

中間支援組織が介入することで安定的な問

題解決につながると考える。 

一方で、自治体職員が項目Ⅲ・Ⅳの大部分

を担っており、さらに地域配置型では項目Ⅰ

も担っていたことから、自治体職員の負担は

非常に大きい。加えて、隊員からは「研修会

や補助金に関する個々に合った情報が欲し

い」といった意見もあり、自治体職員による

隊員個々に合わせた支援がさらに期待され

ている。しかし、多くの行政職員は 1，2年で

異動してしまうことや他の業務も抱えてい

ることから、さらなる負担増は困難である。 

本調査では、隊員個々に合わせたサポート

を中間支援組織や隊員 OBOG が担っていた事

例も見られた。隊員 OBOG の中間支援におけ

る役割は先行研究 2)でも指摘されており、ま

た総務省も隊員 OBOG のネットワーク組織の

設立を促進している。そのため、隊員個々に

合わせたサポートについては、隊員 OBOG が

担い手となった中間支援組織が担うことが

期待される。 
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表 1 中間支援の担い手に関する調査結果 

Survey results on bearers of intermediate support 

支援内容 地域 A(2 名) 

（地域配置型） 

地域 B(5 名) 

（地域配置型） 

地域 C(6 名) 

（ミッション型） 

地域 D(4 名) 

（ミッション型） 

Ⅰ.隊員と行政職員・隊員と地域住民の

間に起った問題解決の仲介役 

・自治体職員（1） 

・地域住民（１） 

・自治体職員（2） ・同地域協力隊 OB（1） なし 

Ⅱ．人脈の拡大や活動の明確化・充実化

のために、研修会や交流会の開催 

・国や県(2) ・国や県（5） 

・地域住民（1） 

・国や県（6） ・国や県（4） 

・他地域隊員（1） 

Ⅲ．研修会・交流会の情報提供 ・自治体職員(1) 

・他地域の地域運営組織(1) 

・自治体職員（5） 

・同地域 OB（4） 

・他地域隊員（1） 

・隊員同期（1） 

・自治体職員（6） 

・同地域 OB（4） 

・他地域隊員（1） 

・自治体職員（4） 

・他地域隊員（2） 

・中間支援組織（1） 

Ⅳ.国や県、民間団体の補助制度や助成

金の情報提供 

・自治体職員（2） ・自治体職員（4） 

・地域住民（1） 

・他地域隊員（1） 

・中間支援組織（1） 

・自治体職員（6） 

・地域住民（1） 

・他地域隊員（1） 

・自治体職員（2） 

・他自治体職員（1） 

・他地域隊員（1） 

表注：括弧内の数字は同様の回答者数を示す 
 

－ 340 －




